
松江市製造業エネルギーコスト削減対策支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第 1 条　市の交付する松江市製造業エネルギーコスト削減対策支援事業補助金については、松

江市補助金等交付規則（平成 17 年松江市規則第 48 号。以下「規則」という。）に規定するも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第 2 条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴　中小企業者　中小企業支援法（昭和 38 年法律第 147 号）第 2 条第 1 項に規定する中小

企業者のうち、次のいずれかに該当するものをいう。 

ア　市内に本社を有するもの 

イ　市内に製造拠点を有するもの 

　⑵　製造業 日本産業標準分類（令和 5 年総務省告示第 256 号）に定める大分類に掲げる産 

業のうち、製造業に属するものをいう。 

　⑶　生産設備 法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 13 条第 3 号に規定する機械及

び装置であって、製造業の用に直接供するものをいう。 

　⑷　ユーティリティ設備　工場、プラント機器の稼働・維持に必要な工業用水、燃料、蒸気、

温水等を供給する設備をいう。 

（補助の対象等） 

第 3 条　補助金の名称、補助金交付の目的、交付の対象である事業の内容、補助対象経費、交

付の率又は金額、補助事業者の範囲及び終期は、次の表のとおりとし、予算の範囲内で交付

するものとする。 

 補助金の名称 松江市製造業エネルギーコスト削減対策支援事業補助金

 補助金交付の目的 製造業を営む市内中小企業者が、エネルギー価格高騰への対策とし

て、省エネルギー化を図るために必要な設備更新や現場改善のための

経費の一部を補助することにより、中小企業者の経営を支援すること

を目的とする。

 交付の対象である

事業の内容

次のいずれかに該当する取組とする。 

⑴ 島根県ものづくり産業エネルギーコスト削減対策緊急支援事業

補助金（以下「県補助金」という。）の交付決定を受けた取組と

する。ただし、令和8年2月2日以降に交付決定を受けた取組に限

る。 



（交付の申請） 

第 4 条　補助金の交付の申請をしようとするものは、松江市製造業エネルギーコスト削減対策

支援事業補助金交付申請書（別記様式）を、令和 9 年 1 月 29 日までに提出しなければならな

い。 

2　 県補助金の交付決定を受けているものの申請は、規則第 4 条第 3 項ただし書の規定によ

り、県補助金の交付決定後に行うものとする。 

3　 規則第 4 条第 1 項第 4 号に規定する補助金等交付申請書に添付する市長が必要と認める書

類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 見積書及びその明細の写し 

⑵ 補助事業の概要補足資料 

⑶ 直近 2 期分の決算書の写し 

4　　県補助金の交付決定を受けている場合においては、規則第 4 条第 1 項第 4 号に規定する 

補助金等交付申請書に添付する市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類とする。 

⑴ 県補助金の交付決定通知書の写し 

 ⑵ エネルギー価格高騰の影響による負担を軽減するための省エネ

ルギー化に資する以下の取組とする。ただし、エネルギー削減効

果を客観的合理的に示すことができるものに限る。 

ア 生産設備又はユーティリティ設備の更新 

イ 生産設備又はユーティリティ設備のエネルギー使用量削減

を図る現場改善 

ウ エネルギー使用量の見える化や監視・制御を行う設備又はシ

ステムの導入

 補助対象経費 交付対象である事業に要する経費のうち、市内の事業所で実施するも

のを補助対象経費とする。ただし、消費税及び地方消費税を除いた額

とする。また、この補助金と同様の趣旨の他の補助金の交付を受ける

場合は、当該他の補助金等の額を補助対象経費から控除するものとす

る。

 交付の率又は金額 補助対象経費の2分の1以内の額（1,000円未満切捨て）。ただし、下限

を20万円とし、上限を450万円とする。

 補助事業者の範囲 製造業を主たる事業として営む中小企業者であって、市税を滞納して

いないものとする。

 終期 令和9年3月31日



⑵ 県補助金の交付決定を受けた事業の内容及び予算が分かるもの 

（市税納付状況の確認） 

第 5 条　市長は、補助事業者の市税納付状況について、滞納がないか確認するものとし、確認

を行う日は、市長が別で定める日とする。 

　（現地調査） 

第 6 条　補助事業者は、補助対象となる設備の最終取得日、現場改善完了又はシステムの導入

から 1 か月以内に、市職員による現地調査を受けなければならない。 

2　　県補助金の交付決定を受けている場合においては、前項に規定する現地調査は、市長が必

要と認めた場合のみとする。 

（着手届及び完了届の省略） 

第 7 条　規則第 11 条ただし書の規定により、着手届及び完了届の提出は、これを省略するも 

のとする。 

（実績報告） 

第 8 条　規則第 12 条第 1 項に規定する実績報告書は、令和 9 年 3 月 10 日までに提出しなけれ

ばならない。 

2　 規則第 12 条第 1 項第 3 号に規定する補助事業等実績報告書に添付する市長が必要と認め

る書類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 事業報告書 

⑵　補助対象経費に係る請求明細の分かるもの 

⑶　領収書等補助対象経費の支払が分かるもの 

3　　県補助金の交付決定を受けている場合においては、規則第 12 条第 1 項第 3 号に規定する

補助事業等実績報告書に添付する市長が必要と認める書類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 県補助金の交付確定通知書の写し 

⑵ 県補助金の交付確定を受けた事業の内容及び決算が分かるもの 

（状況報告） 

第 9 条　補助事業者は、補助対象経費に係る設備機器の稼働状況について、市長から報告を求

められたときは、速やかに報告しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第 10 条　規則第 18 条第 1 項ただし書に規定する市長が定める期間は、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定められている耐用年数に相当する期間

とする。 

　（補助金の返還) 



第 11 条　補助金の交付を受けた補助事業者は、補助事業完了後 5 年未満で事業所を市外に移

転し、又は廃業する場合には、 市長にその旨を報告するとともに、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める額の補助金を返還しなければならない。ただし、市長が認めるとき

は、この限りでない。 

⑴　事業所を市外に移転する場合 全額 

⑵　廃業する場合 全額又は一部 

（雑則） 

第 12 条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附　則 

　この要綱は、令和 8 年 2 月 2 日から施行する。  



別記様式（第4条関係）

松江市製造業エネルギーコスト削減対策支援事業補助金交付申請書

（あて先）松江市長　

住 所

　

　松江市補助金等交付規則第4条の規定により、下記のとおり申請します。また、以下に
ついて誓約します。
1　補助事業等に暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を
　 関与させないこと。
2　松江市税に滞納がなく、当該市税の納付状況の確認を行うことに同意すること。

記

補 助 年 度 補助金等の名称

補 助 事 業 等 の 名 称

補助事業等の目的及び内容

補 助 事 業 等 の 効 果

補助事業等の経費所要額
( 補 助 対 象 経 費 )

円

補助事業等の交付申請額 円

補 助 事 業 等 の 施 行 場 所

着手

完了

添 付 書 類

申請者 氏名又は団体名
及び代表者氏名

補助事業等の着手年月日
及び完了年月日（予定）


